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1. はじめに 

  
近年，今世紀前半に発生する確率が高いと言われてい

る東海・東南海・南海地域でのプレート型巨大地震や兵

庫県南部地震のような大都市直下型地震の再来を感じさ

せるように， 2004年新潟県中越地震をはじめ各地で地震

活動が活発化している． 
 このような状況の中，土木構造物の耐震診断や耐震補

強など地震防災に対する関心が高まりつつある．特に橋

梁における落橋防止装置は，想定外の地震動が発生した

場合においても，致命的な被害である落橋を防止させる

デバイスであることから，既設橋の耐震化対策として有

効な整備項目である． 
落橋防止装置においては，衝撃的な地震力を緩和する

ためにゴム材を緩衝材として用いられていることが多い．

これまでの既往の研究 1)～4)では，ゴム材の圧縮変形を利用

した緩衝効果やエネルギー吸収に着目したもの，繊維補

強ゴムや円筒型ゴムのような新しい装置の開発等が行わ

れてきた．ゴム材では緩衝効果は高いものの，圧縮荷重

がハードニング領域に達すると装置への地震力が増大す

ることから限界変位量の制約を受け，その結果装置へ作

用する地震力が増大する可能性がある．しかしながら，

この限界変位量の影響を研究した事例は少ない． 
本研究では，ゴム材よりもエネルギー吸収機能と限界

変位量が大きな材料に着目し，限界変位量の違いが落橋

防止装置に及ぼす影響について検討した．検討では中規

模橋梁を対象に，落橋防止装置の移動量やこれらの非線

形特性を変化させた地震応答解析を試みた． 
 

2. 対象となる橋梁の概要 

  
本研究で解析対象としたモデル橋梁においては，Ⅱ種

地盤上における橋長L＝226ｍの4径間連続形式の鋼橋を

想定した．対象橋梁の概要図を図-1 に示す．この橋梁の

上部工形式は鋼箱桁（2箱桁），下部工形式は逆T式橋台

（H=8.5ｍ）及び張出式橋脚（H=15.0ｍ）であり，基礎

形式は鋼管杭基礎により支持された構造である．また支

承は鉛プラグ入り積層ゴム支承（LRB）である．  

図-1 対象橋梁の概要図 



 

3. 解析のモデル化 

 
(1) 解析モデルの概要 

 解析モデルにおいては，橋梁全体系を 2 次元でモデル

化した．解析モデル図を図-2 に示す．上部構造及び下部

構造のモデルは梁要素，免震支承及び杭基礎はバネ要素

とした．非線形を考慮する部材は橋脚柱部と免震支承及

び落橋防止装置であり，橋脚柱部は塑性ヒンジ位置にM-
θによる塑性回転バネ要素，免震支承は支承位置に P-δ
による水平バネ要素を設定した． 
また減衰モデルはRayleigh型減衰とし式(1)で与えた．

定数α及びβは，あらかじめ固有値解析を行って卓越振

動数を求め，別途解析により仮定した減衰定数によるモ

ード減衰を計算し，これらの解析より得られたf1=0.63Hz，
h1=0.02と f2=50Hz，h2=0.05 から求めた． 

図-2 解析モデル図 

図-4 落橋防止装置の定着部 図-5 TE型の作動状況図 

(a) 橋脚柱部の復元力図                    (b)免震支承の復元力図 
図-3 非線形特性図 
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ここに，Cは減衰マトリックス，Mは質量マトリックス，

Kは剛性マトリックス，α及びβは定数を示す． 
 
(2) 非線形モデル 

 橋脚柱部の復元力特性は，塑性ヒンジの中心位置にお

ける曲げモーメントと回転角の関係を非線形とした修正

武田型トリリニアモデルとし，式(2)に示す除荷勾配係数

をβ=0.5と設定した． 
 

 

 
 

 

 
c

max
1r KK       (2) 

 
 ここに，Krは除荷剛性，K1は初期剛性，θmaxは最大回

転角，θcはひび割れ回転角，βは除荷勾配係数を示す． 
免震支承の復元力特性は，水平荷重と変位の関係を非

線形としたノーマルバイリニアモデルとした．これらの

非線形特性を図-3に示す． 
 

(3) 着目した落橋防止装置の構造とモデル化 

1) 着目した落橋防止装置の概要 

 本研究で着目した落橋防止装置は PC ケーブルによる

連結形式であり，図-4はこの装置の定着部を示している．

上段の TE 型はエネルギー吸収型の装置で本研究で着目

したものであり，下段が従来型の装置を示している．コ

ントロールパイプを設置していることが TE 型の特徴で

ある． 
 
2) TE型落橋防止装置の構造 

 TE 型落橋防止装置は，PC ケーブルに張力が発生する

とウェッジプレートがコントロールパイプを押し広げな

がら移動することでエネルギーを吸収する構造を有して

いる．これらの作動状況を図-5 に示す．またTE型は，図

-5 に示すコントロールパイプの長さを変化させることに

よりエネルギー吸収量を調整できる．本研究では，コン

トロールパイプ長を限界変位量と定義した． 
 
3) TE型落橋防止装置のモデル化 

 TE型落橋防止装置のモデル化においては，離反側と接

触側で非対称のモデルとした．ここで定義する離反側は

桁端部が相互に離れる方向を，接触側は桁端部が衝突す

る方向を示している．これらの非線形特性を図-6に示す．

この非線形性は，2→1→3→4→5→6→1→6→5→7→8→1
→8→9 と移動するスリップバイリニア－スリップ型の履

歴特性である． 
 PC ケーブルの耐力は，道路橋の耐震基準 5)に基づき設

定した．まず式(3)を満足するような PC ケーブルの断面

積を求め，式(4)により PC ケーブルのバネ剛性K2（K4も
同値）を求めた． 
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ここに，AはPCケーブル1本の断面積を，Rdは橋台部

の死荷重反力，Nは落橋防止装置の本数，σyは PC ケー

ブルの降伏応力度，EはPCケーブルの弾性係数，LはPC
ケーブルの長さを示す． 
 PCケーブルの断面積Aの決定においては，橋台部にお

ける死荷重反力Rdを 3,600ｋN，PC ケーブルの本数Nを

8 本，PC ケーブルの降伏応力度σyを 1,600N/mm2と設定

図‐6 TE型の非線形特性図 

図‐7 入力地震波形 



し，式(3)より A=422mm2とした．また PC ケーブルのバ

ネ剛性は，PC ケーブルの弾性係数 Eを 200,000N/mm2，

PC ケーブルの長さLを 3,000mm と設定し，式(4)よりK2
＝28,133N/mm（1 本当たり）とした． 
 また本検討におけるエネルギー吸収部の降伏荷重は，

落橋防止装置の設計地震力である 1.5 Rdの 50％程度を

想定し，Py＝2,700kNとした． 
 
(4) 入力地震波形 

 解析で用いる加速度波形は，落橋防止装置が作動する

ことを想定していることから伊津野らの研究 6)を参考と

し，Ⅱ種地盤の標準波形（1995年兵庫県南部地震，大阪

ガス葺合供給所構内地盤上）を単純に 2 倍した．本解析

で用いた標準加速度波形を図-7に示す． 
 
(5) 解析におけるモデルの仮定 

 本解析では落橋防止装置が作用するような地震動に対

して検討を行うため，部材によっては大きな非線形領域

になるものや終局に達する場合も考えられる．しかしな

がら本解析では，モデルを単純化するために下記の①~③
の仮定を設定した． 
① 橋脚及び免震支承の非線形特性は，理論上の終局を

超えても第 3 次勾配 K3（免震支承は K2）上を移動

し，終局による剛性変化は行わない． 
② 桁端部とパラペットの相対変位において，接触側で

ある桁の衝突は考えない． 
③ PCケーブルは完全弾性モデルとし，降伏力による剛

性変化や履歴減衰は考慮しない． 
 
 

4. 解析結果 

 
(1) 解析ケース 

解析では，落橋防止装置の降伏荷重（図-6 の Py）をい

ずれのケースにおいてもPy=2,700kNと一定とし，遊間や

限界変位量を変化させることによる PC ケーブルの作用

力の変化や，免震支承のエネルギー吸収量の違いに着目

した．これらの解析ケースを表-1 に示す．Case-1 は基本

ケースであり，レベル 2 地震動による免震支承の相対変

位量を確保したケースで，Case-4 はPCケーブル単独によ

る従来型である．またCase-5 とCase-6は，遊間を小さく

し限界変位量を大きくしたものである．いずれのケース

も，落橋防止装置の遊間と限界変位量の和，すなわち①

＋②＝1,000mmとした． 

表-1 解析ケース 

ケース名

TE型の 

降伏荷重Py 

（ｋＮ） 

落橋防止装置

の遊間① 

（mm） 

限界変位量②

(3～8の距離) 

(mm) 

Case-1 2,700kN 500 500 
Case-2 2,700kN 750 250 
Case-3 2,700kN 900 100 
Case-4 ※

1 1000 0 
Case-5 2,700kN 250 750 
Case-6 2,700kN 100 900 

注記）※1は，エネルギー吸収を行わない従来型である． 

 
(2) 解析結果 

1) PCケーブルの作用力 

 PCケーブルの作用力の結果を表-2に示す．また落橋防

止装置の履歴図を図-8 に示す．表-2 より，Case-6 で

20,020kN と最も作用力が小さい．このように限界変位量

が大きいケースにおいて PC ケーブルの作用力が小さく

なる結果が得られた．また従来型である Case-4 では，

22,540kN ともっとも大きな作用力が発生しており，

Case-1 に対し 9％，Case-6 に対し 13％大きい．以上によ

り，TE 型を設置することでPC ケーブルの作用力を低減

できることが判った． 
 TE型を設置したケースに着目すると，限界変位量が検

討ケースの中で最も大きいCase-6 は，限界変位量が小さ

いCase-3よりもPCケーブルの作用力が6％程度低減して

いる．以上より限界変位量が大きいほど，PCケーブルの

作用力を低減できることが判った． 
 

2)  免震支承のエネルギー吸収量の推移 

 免震支承のエネルギー吸収量について，Case-1，Case-4
及びCase-6 で比較を行った．A1 橋台の免震支承における

エネルギー吸収量の推移を図-9 に示す．図-9 より，いず

れのケースにおいても大きな違いは見られないが，Case-4
の従来型はその他のケースよりもエネルギー吸収量が多

く，Case-1 や Case-6 に対して 2％程度大きい．これに対

しCase-1とCase-6 については，大きな差は確認されなか

った．このようにエネルギー吸収量の差は，TE型のエネ

ルギー吸収能力の影響と考えられ，免震支承のエネルギ

ー吸収量に比較しわずかであるが橋梁の応答性状に影響

を及ぼすことも確認された．しかしながら本解析では，

免震支承の終局を定義していないため，TE型を設置した

場合の厳密なエネルギー吸収量の評価については今後の

課題である． 



 

(1) Case-1 TE型落橋防止装置 履歴図 

 

 

(2) Case-6 TE型落橋防止装置 履歴図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(3) Case-1 PCケーブル 履歴図 

 

 

(4) Case-6 PCケーブル 履歴図 

 
 

 
 

図-8 落橋防止装置の履歴図（A1 橋台） 

(5) Case-4 PCケーブル 履歴図 

図-9 エネルギー吸収量の推移（A1 橋台） 



 
表-2 PCケーブルの作用力（A1 橋台） 

ケース名 PCケーブルの作用力（ｋＮ） 

Case-1 20,630 
Case-2 20,740 
Case-3 21,110 
Case-4 22,540 
Case-5 20,080 
Case-6 20,060 

 
 

5. まとめ 

  
本研究では，4径間連続鋼箱桁形式の中規模橋梁に着目

し，想定外の地震力に対する落橋防止装置の限界変位量

の影響について地震応答解析を行った．解析では単純化

するためにいくつかの仮定を設定しており今後更なる検

討の余地を残しているが，これらの解析で得られた結論

を以下に示す． 

・ エネルギー吸収型であるTE型を設置した場合，従来

型よりも PC ケーブルへの作用力を低減できる可能

性がある． 
・ TE 型の特徴である限界変位量を大きくすることで，

PC ケーブルへの作用力を低減できる可能性がある． 
・ 想定を超えるような地震動を想定した場合において，

落橋防止装置にTE型を設置することにより，わずか

ではあるが免震支承のエネルギー吸収量に影響を及

ぼす．しかし2%程度の差であるため，免震支承のエ

ネルギー吸収性能への影響は少ないと考えられる． 
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